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■用語の定義 

P-PFI  ・ 平成 29 年の都市公園法改正により創設された、飲食店、売店等の公園利

用者の利便の向上に資する公募対象公園施設の設置と、当該施設から生ず

る収益を活用してその周辺の園路、広場等の一般の公園利用者が利用でき

る特定公園施設の整備・改修等を一体的に行う者を、公募により選定する

「公募設置管理制度」のこと。 
・ 都市公園における民間資金を活用した新たな整備・管理手法として

「Park-PFI」（略称：P-PFI）と呼称。 
＜P-PFI のイメージ＞ 

 
公募対象公園施設 ・ 都市公園法第5条の2第1項に規定する「公募対象公園施設」のこと。飲食

店、売店等の公園施設であって、法第5条第1項の許可の申請を行う事がで

きる者を公募により決定することが、公園施設の設置又は管理を行う者の

公平な選定を図るとともに、都市公園の利用者の利便の向上を図る上で特

に有効であると認められるもの。 
例：カフェ、レストラン、売店、屋内子供遊び場、等 

特定公園施設 ・ 都市公園法第 5 条の 2 第 2 項第 5 号に規定する「特定公園施設」のこと。

公園管理者との契約に基づき、公募対象公園施設の設置又は管理を行うこ

ととなる者が整備する、園路、広場等の公園施設であって、公募対象公園

施設の周辺に設置することが都市公園の利用者の利便の一層の向上に寄与

すると認められるもの。 

利便増進施設 ・ 都市公園法第 5 条の 2 第 2 項第 6 号に規定する「利便増進施設」のこと。

P-PFI により選定された者が占用物件として設置できる自転車駐車場、地

域における催しに関する情報を提供するための看板・広告塔。 

公募設置等指針 ・ P-PFI の公募に当たり、都市公園法第 5 条の 2 の規定に基づき、地方公共

団体が各種募集条件等を定めたもの。 

公募設置等計画 ・ 都市公園法第 5 条の 3 の規定に基づき、P-PFI に応募する民間事業者等が

公園管理者に提出する計画。 

設置等予定者 ・ 審査・評価により、最も適切であると認められた公募設置等計画を提出し

た者。 

認定計画提出者 ・ 公園管理者が、都市公園法第 5 条の 5 の規定に基づき認定した公募設置等

計画を提出した者。 

設置許可 ・ 都市公園法第 5 条第 1 項の規定により、公園管理者以外の者が都市公園に

公園施設を設置及び管理することについて、公園管理者が与える許可。 

管理許可 ・ 都市公園法第 5 条第 1 項の規定により、公園管理者以外の者が都市公園内

の公園施設を管理することについて、公園管理者が与える許可。 

占用許可 ・ 都市公園法第 6 条第 1 項の規定により、都市公園に公園施設以外の工作物

その他の物件又は施設を設けて都市公園を占用することについて、公園管

理者が与える許可。 
  ※「都市公園の質の向上に向けた Park-PFI 活用ガイドライン」（国土交通省都市局公園緑地・景観課）より

一部引用 
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１．事業の概要 

（１）事業の名称 

この事業の名称は「海岸公園（藤塚地区）整備・管理運営事業者募集事業」（以下「本事業」と

いう。）とします。 

 

（２）事業の目的 

①事業実施の背景 

本市東部沿岸地域の海岸公園については、岡田地区、荒浜地区、井土地区、藤塚地区の 4 つ

を施設地区とし、東日本大震災後の 2013 年（平成 25 年）に策定した「海岸公園復興基本計

画」をもとに整備を行ってまいりました。近年、防災集団移転跡地利活用事業等により民間施

設が立地するなど、被災当初から周辺環境が変化しつつあり、隣接する名取市を含めた広域的

な連携や回遊性の向上が求められていることから、若林区藤塚地区においては、防災集団移転

跡地の一部であり「公共利用ゾーン」と位置づけられた区域において、貞山運河の利活用も図

りながら、周辺の自然環境を活かした自然体験・学びの場等として、新たに公園を整備するこ

ととしています。 

その整備にあたっては、Park-PFI 等の公民連携制度等を活用し、国や民間事業者と連携した

にぎわい創出を検討しております。 

本事業は、2023 年（令和 5 年）6 月に策定した「海岸公園（藤塚地区）基本計画」に基づ

き、にぎわいゾーンにおける全天候型遊び場等の民間施設導入を進めるものです。 

 

②公募の目的 

本事業では、民間活力の導入により、海岸公園の新たな核として、誰もが気軽に利用できる施

設を整備し、来園者に更なる付加価値を与えることができるようなにぎわい創出施設を形成する

ことで、より一層の海岸公園及び周辺沿岸地域の魅力の向上が実現されることを目指して公募を

行います。 
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（３）海岸公園の概要 

・名称  ：海岸公園（藤塚地区） 

・所在地 ：仙台市若林区藤塚字屋敷 外 

・敷地面積：8.9 ha 

・公園種別：広域公園 

・区域区分：都市計画区域 市街化調整区域 

・建蔽率 ：60％ 

※別途、都市公園法及び本市都市公園条例に基づく制限があります。 

・容積率 ：100％ 

・その他の都市計画：仙台市災害危険区域条例 第 2 条第 5 号区域 

屋外広告物条例 第一種許可区域 

 

 

  

海岸公園（藤塚地区） 

8.9ha 

地図出典：国土地理院 

仙台市 名取市 
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（４）業務範囲 

【事業手法】 

公募設置管理制度（Park-PFI） 

 

【事業対象区域】 

事業対象区域は下図のとおりとし、面積は約 7,200 ㎡です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務の概要】 

事業者には、海岸公園（藤塚地区）において、以下の業務を行っていただきます。 

①公募対象公園施設の設置及び管理運営業務 

②特定公園施設の設計業務 

③特定公園施設の建設業務 

④特定公園施設の譲渡業務 

⑤特定公園施設の管理業務 

 ⑥認定計画提出者から提案のあったソフト事業の実施 

 ⑦認定計画提出者から提案のあった公園施設の維持管理の実施 

 

 

（５）事業の流れ 

①設置等予定者の選定 

本市は、応募者が提出した公募設置等計画の審査を行い（一次・二次）、設置等予定者を選定

します。 

②公募設置等計画の認定 

本市は、審査の結果選定された設置等予定者が提出した公募設置等計画について、公募対象
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公園施設の場所を指定して、当該公募設置等計画が適当である旨の認定をします。また、本市

は、当該認定をした日、認定の有効期間、公募対象公園施設の場所を公示します。 

③基本協定・実施協定の締結 

上記②の認定を受けた者（以下、「認定計画提出者」という。）は、公募設置等計画に基づき、

本市との間で協議の上、事業実施条件や認定計画提出者の権利・義務等を定めた「基本協定」

を締結します。その後、設計・施工内容等に関する協議を踏まえ、より詳細な「実施協定」を

締結します。 

④公募対象公園施設の整備、管理運営 

認定計画提出者は、土地賃貸借契約及び都市公園法第 5 条に基づく設置許可により、公募対

象公園施設の整備、維持管理及び運営を行うものとします。 

⑤特定公園施設の整備（設計含む）、市への譲渡 

  特定公園施設に係る整備（設計含む）は、認定計画提出者及び本市の負担等において実施し、

整備後は本市に譲渡するものとします。 

⑥特定公園施設の管理運営 

特定公園施設の引渡しが終了した時点において、都市公園法第 5 条に基づく管理許可により、

認定計画提出者において管理運営するものとします。なお、特定公園施設に関する管理許可に

係る公園使用料は、全額減免とすることを予定しております。 

⑦利便増進施設の設置、管理運営 

認定計画提出者が認定計画に基づき設置する利便増進施設は、行政財産目的外使用許可及び

都市公園法第 6 条に基づく占用許可により設置し、認定計画に基づき管理運営を行うものとし

てください。 

 

（６）施設等の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①公募対象公園施設 

（必須提案） 
・全天候型遊び場の提供 
 ※建築面積は約 1,000 ㎡とする 

（任意提案） 
・その他のサービスの提供 
・認定計画提出者の負担による整備・ 

管理運営 

③利便増進施設 

（任意提案） 

・地域の催しの看板・広告塔等 

・認定計画提出者の負担による整備・管

理運営 

 

②特定公園施設 

（必須提案） 

・屋外トイレ・駐車場の整備 
※規模は「３.（３）整備に関する条件」のとおり 

・認定計画提出者及び本市の負担による整備（整備
後本市に譲渡） 

・譲渡後は認定計画提出者の負担による管理運営 

 

公募対象公園施設 

公園区域 

特定公園施設 
利便増進施設 

④公園や地域等の魅力向上に係る事項 

（任意提案） 

・海浜エリア等との連携を含めたソフト事業 

・子どもの遊び環境の充実に関するソフト事業 

・公園施設の維持管理 
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（７）費用負担及び役割分担 

表―１ 費用負担及び役割分担 

  

公園施設 占用物件 

公募対象公園施設 特定公園施設 利便増進施設 
工事に伴う 

仮設物 

全天候型遊

び場の提供 

その他の

サービス

の提供 

屋外トイレ・駐車

場等 

地域の催しの

看板・広告塔

等 
現場事務所等 

提案 必須 任意 必須 任意 任意 

整
備 

実施

主体 
認定計画提出者 認定計画提出者 

認定計画 
提出者 

認定計画 
提出者 

費用

負担 
認定計画提出者 

認定計画提出者と

本市 
認定計画 
提出者 

認定計画 
提出者 

位置

付け 

・認定計画提出者と本市

の間で土地賃貸借契約

を締結 
※土地賃貸借契約に基づ

く貸付料を負担 

・公園施設譲渡契

約により認定計画

提出者が整備した

ものを本市へ譲渡 

・認定計画提

出者が行政

財産目的外

使用許可を

取得 
※許可に基づ

く使用料を

負担 

・認定計画提

出者が行政

財産目的外

使用許可を

取得 
※許可に基づ

く使用料を

負担 

管
理
運
営 

実施

主体 
認定計画提出者 認定計画提出者 

認定計画 
提出者 

- 

費用

負担 

認定計画提出者 

※提案した設置許可に

係る公園使用料を負

担 

認定計画提出者 

※管理許可に係る

公園使用料は全

額減免予定 

認定計画 
提出者 

- 

位置

付け 
認定計画提出者が設置許

可を受けて管理運営 

認定計画提出者が

管理許可を受けて

管理運営 

認定計画提出

者が都市公園

占用許可を受

けて管理運営 

- 

※公募対象公園区域外の公園施設は、本市の整備及び管理を予定しています。 
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（８）事業期間 

公募設置等計画の認定の有効期間は、工事着手の日から公募対象公園施設の撤去が完了する

までとします。 有効期間には、設計、工事及び事業終了前の公募対象公園施設の撤去に要する

期間を含みます。 

公募対象公園施設の工事期間中は、土地賃貸借契約に基づく賃貸料を徴収することとしま

す。なお、公募対象公園施設の設置許可の期間及び特定公園施設の管理許可の期間は、当初10

年以内とします。 

 

 

 

協議・設計 工事 営業期間 撤去 

事
業
終
了 

    

 事業期間（公募設置等計画の認定の有効期間）：20年 

基本協定期間 

 
 

公募対象公園施設の管

理許可：10年以内 

公募対象公園施設の 

管理許可：10年以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事着手 公告・供用開始 営業終了 更新 

公園使用料支払い期間 

施設管理計画等の承諾 

基本協定締結 

設置許可 

土地賃貸借契約に基づく 
貸付料の支払い期間 
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（９）スケジュール 

公募及び事業のスケジュールは、以下のように予定しています。 

 

表－２ 公募及び事業スケジュール 

公募設置等指針の公開 令和 6 年 6 月 24 日（月） 

公募説明会参加申込期限 令和 6 年 7 月 23 日（火）午後 5 時まで 

公募説明会の開催 令和 6 年 7 月 31 日（水） 

質問書受付 令和 6 年 8 月 1 日（木）～ 8 月 23 日（金） 

質問書回答期限 令和 6 年 8 月 30 日（金） 

公募設置等計画の受付 令和 6 年 6 月 24 日（月）～ 9 月 30 日（月） 

一次審査（書類選考） 

※応募者少数の場合は開催なし 
令和 6 年 10 月下旬 

二次審査（プレゼンテーション・設置

等予定者の選定） 
令和 6 年 10 月下旬 

設置等予定者の選定結果通知 令和 6 年 10 月下旬 

公募設置等計画の認定 令和 7 年 1 月 

基本協定の締結 令和 7 年 1 月 

実施協定の締結 令和 7 年 3 月 

土地賃貸借契約の締結 令和 7 年 3 月 

認定計画提出者による工事 令和 7 年 4 月～令和 8 年 3 月 

供用開始 令和 8 年 4 月～ 

※ 二次審査に際しては、プレゼンテーション及び選定委員会におけるヒアリングの実施

を予定しています。 
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２．公募対象公園施設の設置に係る事項 

（１）用途の制限に関する事項 

①整備対象区域は仙台市災害危険区域条例 第 2 条第 5 号区域（以下、災害危険区域とする。）

に指定されており、住居の用に供する建築物を建築することはできません。このことから、

宿泊利用を伴う事業は禁止とします。 

②地域の環境や景観、周辺事業と調和した土地利用としてください。 

 

（２）公募対象公園施設の種類 

①施設の用途は、天気に左右されずに利用できる全天候型遊び場とします。これに付随するサ

ービス提供は任意提案とします。海岸公園が来園者にとってより魅力的と感じられ賑わい創

出拠点となりうるような、魅力向上に寄与する収益施設を提案してください。 

②提案いただく公募対象公園施設は公園利用者の施設であり、都市公園法第 5 条の 2 第 1 項及

び都市公園法施行規則第 3 条の 3 に規定されている施設であって、当該施設から生じる収益

を特定公園施設の建設に要する費用に充てることができると認められるものに限定します。

そのため、公園施設に該当しない施設は認められません。 

③都市公園は、一般公衆の自由な利用に供される公共施設であることから、例えば、特定の利

用者に限定される施設や、騒音の発生等により他の利用者に著しく悪影響をおよぼすような

施設の提案は認められません。 

 

（３）公募対象公園施設の場所 

①公募対象公園施設の設置場所は１．（４）業務範囲のとおりです。 

 

（４）整備に関する条件 

①公園施設の整備であることを十分理解し、公園利用者の利便性を高める施設を提案してく

ださい。なお、都市公園は公共施設であることから、特定の利用者に限定される施設や、

騒音等により他の公園利用者の利用を著しく阻害するような施設等、公園への設置がふさ

わしくない施設は認められません。 

②規模・数量（建築面積）・配置等は、認定計画提出者の提案によるものとしますが、建築

面積の目安は約1,000m2とします。 

③デザインや配置計画は、海岸公園（藤塚地区）基本計画を踏まえ、周辺環境や公園の景観と

調和したものとしてください。  

④公園利用者が快適に利用できる施設・空間とし、公園利用者や歩行者等に対して機能的で安

全な動線を確保してください。 

⑤建築基準法、都市公園法、消防法、本市都市公園条例及び都市公園条例施行規則、杜の都の

風土を育む景観条例、その他関連法令の規定に適合する常設の建築物等としてください。ま

た、関係機関等との協議や届出、検査等必要な手続きは遅延なく行ってください。 

⑥都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン（平成 24 年 3 月国土交通省）及び仙台市ひとに 

やさしいまちづくり条例に基づきバリアフリーやユニバーサルデザインに配慮したものと 

してください。 

⑦整備対象区域は脱炭素先行地域内に位置しているため、太陽光パネルの設置や再エネ電力メ
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ニューの採用等、電力消費に伴う CO2 排出実質ゼロに向けた取り組みを実施してください。

取り組みの内容については、計画提案前に必ず環境局先行地域推進室と事前相談を行ってく

ださい。 

※脱炭素先行地域については、本市のホームページからご覧いただけます。 

https://www.city.sendai.jp/ondanka/senkoutiiki.html 

  ⑧施設や夜間照明等の配置及び照度については、周辺環境や安全性に配慮し、死角や暗がりを 

つくらないよう公園の安全性に配慮してください。 

⑨室外機、設備機器、自動販売機などは周囲との調和に配慮するなど景観に配慮してくださ 

い。 

⑪選定された設計・デザイン等を施工段階でやむを得ず変更する場合は、本市と協議して決定

するものとします。提案内容からの大幅な変更は認められません。 

⑫設置許可を受けた時は、仙台市都市公園条例及び都市公園条例施行規則に基づく公園使用

料が発生します。公園使用料は認定計画提出者が提案した使用料を本市に支払うものとし

ます。工事期間中は、土地賃貸借契約に基づく貸付料が発生します。設置許可は、供用開

始前までに受けるものとします。 

⑬認定計画提出者は公募対象公園施設の設計図書、工事工程表を本市に提出し、確認を受け 

ていただきます。設計の内容が、提案内容と相違する場合、本市は認定計画提出者に修正

を求める場合があります。 

⑭営業を終了する場合や計画認定期間が満了する際は、認定計画提出者の責任及び負担にお

いて、原状回復することを基本とします。ただし、回復内容については本市と協議して決

定するものとします。 

⑮屋外に表示又は設置する施設名称などの自家用広告物及び管理用広告物については、仙台

市屋外広告物条例に従ったものとしてください。 

⑯整備に合わせて敷地周りの公園整備等を本市で行う予定をしています。 

 

（５）管理に関する条件 

①公募対象公園施設の管理運営は、認定計画提出者の責任及び負担において実施してくださ

い。 

②公園利用者が利用しやすく、安全・安心に配慮した管理運営とし、持続的に運営可能な事

業計画の提案を行ってください。 

③年間を通じ、円滑な管理運営が可能な人員を配置し、本市からの指示や連絡に対して、迅

速に対応できる体制としてください。また、地震・津波・火災等災害発生時の危機管理に

対応した管理運営が可能な体制としてください。 

④平常時においては、SNS 等を利用した地域や公園利用者への情報発信を行うとともに、整備

対象区域が災害危険区域に位置していることを踏まえ、災害発生時には確実な情報発信を行

ってください。 

⑤公募対象公園施設の営業は、利用者の利便性を考慮し、原則通年営業を基本とします。 

⑥営業時間については原則制限しませんが、周辺環境に配慮した時間を設定してください。

夜間及び朝の営業については、大きな音、振動、過度な照明等は行わないなど配慮してく

ださい。 
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⑦アルコール類の販売は施設内での販売は可能としますが、自動販売機による販売は認めら

れません。 

⑧建物内については、原則禁煙とします。また、建物外での喫煙に関しては、健康増進法の一

部を改正する法律を遵守の上、公園利用者への受動喫煙防止に十分配慮してください。 

⑨施設の運営に必要なインフラ（電気、ガス、上下水道等）の使用料は、認定計画提出者の

負担とします。また、各種設備等の保守点検についても認定計画提出者が負担するものとし

ます。 

⑩高齢者や子ども連れ、障害者及び要介護者の方々の利用にも配慮してください。 

⑪特定公園施設と一体的に魅力向上やにぎわいの創出が図れるような管理運営の内容として

ください。 

⑫公園使用料は、年度ごとに本市が発行する納入通知書により、本市が指定する期日までに

納付するものとします。 

⑬社会情勢等の状況により、事業期間中に公募対象公園施設で運営を行う業態を変更する場

合は、事前に本市と協議を行ってください。 

⑭公募対象公園施設の運営にあたり、以下に該当するものは除きます。 

ア 政治的又は宗教的な用途で、勧誘活動及び公園利用者が対象となることが予想される普

及宣伝活動等 
イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第2条に該当する業 
ウ 青少年等に有害な影響を与える物販、サービスの提供等 
エ 騒音や悪臭など、著しく周辺環境を損なうことが予想される行為 
オ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する団体及びその

利益となる活動を行う者の活動 
カ 上記の他、公園利用との関連性が低く、本市が必要とみなすことができないと判断する

行為 
 ⑮全天候型遊び場の利用料金設定については、利用者への負担に配慮した適正な料金としてく 

ださい。 

⑯認定計画提出者は、認定計画提出者が所有する公募対象公園施設について抵当権その他の権

利を設定し、構成団体以外の第三者に譲渡もしくは移転等し、または担保に供することはで

きません。 

 
 

（６）公募対象公園施設の使用料について 

認定計画提出者は、公募設置等計画に記載した使用料の額を本市に納付することになりま

す。提案する使用料は本市都市公園条例及び都市公園条例施行規則に基づく表－３の最低額以

上としてください。なお、公募対象公園施設の利用者以外が利用できる部分は、許可面積から

除くものとします。また、許可面積の決定にあたっては、認定計画提出者からの最終的な計画

内容を精査し、本市が決定するものとします。 
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表－３ 公募対象公園施設の使用料の額の最低額 

区分 
公園使用料 

（最低額） 
対象面積 

既設及び市所有の公園施設を管理

する場合 

飲食店 500円/㎡・月 

既存施設の使用面積 物販店 150円/㎡・月 

その他の施設 150円/㎡・月 

公園施設を設置する場合 

 
100円/㎡・月 

便益施設等の設置及

び使用のために必要

な区域の面積 

※公園使用料＝事業期間×年額公園使用料×対象面積 

※提案する使用料の単価は、10円単位で提案してください。 

※条例改正により条例に定める使用料が公募設置等計画に記載した使用料を上回った場合

は、改正後の金額を本市に納付することになります。 

 

なお、本公募では、公園や地域の魅力向上のための提案を重視しており、そのインセンティ

ブとして、公園使用料から公園管理運営等への還元額の 2 分の 1（特定公園施設の工事費を除

く）を減免します。 

公園管理運営等への還元内容については、公募設置等指針「５．公園や地域の魅力向上のた

めの公園運営管理」に基づく、ソフト事業や公園施設の維持管理に係る提案をしてください。

詳細については、実施年度ごとに市と協議のうえ計画を決定するものとし、還元額は、実施年

度ごとの実績に基づき精査し、適当と認められる場合は、その相当額を使用料の一部から減免

できるものとします。 

 

 

 

 

 

※ただし、事業者主催のイベントやプログラム等の提案については、1,000 千円/年を上限とする。 

 

 

３．特定公園施設の設置に係る事項 

（１）特定公園施設の種類 

 ①公園利用者が気軽に使用できる屋外トイレ及び駐車場を整備してください。 

②整備対象区域内において、公募対象公園施設（便益施設等）の外構として公園利用者がく

つろげるような空間を提案し、整備してください。公園利用者や歩行者等に対して機能的

で安全な動線を確保してください。 

③特定公園施設として整備した施設は、整備後本市へ無償譲渡するものとします。施設の引

渡しが終了した時点において、都市公園法第5条に基づく管理許可により、認定計画提出者

使用料 
公園使用料 

(施設面積×提案した使用料単価) 

魅力向上のための公

園管理運営等への還

元額の 2 分の 1 

＝ － 

提案 提案 提案 
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において管理運営するものとします。なお、特定公園施設に関する管理許可に係る公園使

用料は、全額減免とすることを予定しております。 

④施設や夜間照明等の配置及び照度については、周辺環境や安全性に配慮してください。 

⑤公募対象公園施設の周辺には景観を阻害するものを設置しない等、景観に配慮した計画と

してください。 

⑥特定公園施設を含む都市公園は、公共の用に供する施設であることから、騒音等の発生によ

り他の利用者や周辺住民に迷惑をかけることのないよう配慮してください。 

  

（２）特定公園施設の場所 

①特定公園施設の設置場所は１．（４）業務範囲のとおりです。 

 

（３）整備に関する条件 

 ①屋外トイレの衛生器具数は、公園の屋外トイレ設置基準（平成 27 年 9 月 15 日建設局長決

裁）より、下表を下限としてください。また、公募対象公園施設と一体の建築物として、ト

イレを整備する場合は、特定公園施設としてトイレを整備は必要ありません。但し、整備費

用については本市が支払う負担金の対象となりませんので、ご留意ください。 

 

表－４ 公園の屋外トイレの設備（近隣公園，地区公園，風致公園及びその他の公園） 

構造 衛生器具数 手洗設備 鏡 ベビーベット ベビーチェア 

RC 造 男；小２・大１ 
女；２ 

ひろびろ；１ 

有 有 有 有 

小；小便器，大・女；大便器 

 ②駐車場は想定台数 160 台を基本として設計・整備してください。 

③認定計画提出者は特定公園施設の設計図書、工事工程表を本市に提出し、内容について承諾

を受ける必要があります。設計の内容が提案内容と相違する場合、修正を求める場合があり

ます。 

⑤特定公園施設の設計及び工事の一部を第三者に委託又は請け負わせる場合は、事前に本市の

承諾を得てください。 

⑥特定公園施設の設計にあたっては、認定計画提出者は、都市公園技術標準解説書等各種の技

術基準を参考に設計を行ってください。設計図書の内容が市の要求水準に満たないと本市が

判断した場合は、本市が認定計画提出者に対し、認定計画提出者の責任及び費用において修

正を求める場合があります。 

⑦都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン（平成 24 年 3 月国土交通省）及び仙台市ひとに 

やさしいまちづくり条例に基づきバリアフリーやユニバーサルデザインに配慮したものと 

してください。 

⑧特定公園施設の工事については、認定計画提出者は、宮城県土木部作成の共通仕様書（土木

工事編）（文中における宮城県を本市と読み替え準用する）及び工事の施工方法に関する公的

基準等に従って施工してください。これらに定めのない事項については、本市と協議の上、

適切に施工してください。 

⑨特定公園施設の建設は、基本協定締結及び設計内容承諾後の令和7年4月頃からの着工を見込
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んでおります。令和8年3月末日までにはすべての工事を完了し、本市の完成検査を受けるも

のとします。本市への引き渡し日は検査合格日とし、引き渡し日までは認定計画提出者にて

現地の管理を行ってください。 

⑩完成検査により設計図書に従い整備されたことが確認できた場合において、本市に引き渡す

ものとします。 

⑪特定公園施設の建設に際しては、工事の施工に関する法令及び「都市公園技術標準解説書（令

和元年度版）一般財団法人日本公園緑地協会」、「公共建築工事共通仕様書（最新版）国交省」、

「建築工事施工管理指針（最新版）国交省」並びに工事の施工方法に関する公的基準等に従

って施工してください。 

 

 

（４）特定公園施設の整備費用の負担 

特定公園施設の整備に要する費用は、公募対象公園施設及び利便増進施設等から見込まれる

収益等を充てることとし、また、本市からの負担金を当該費用の一部にすることもできます。 

応募者は、本市に整備に要する費用の負担を求める場合は、次の条件を踏まえその金額を提

案してください。 

①特定公園施設の整備に係る概算費用（撤去費含む）を１３５，０００，０００円（消費税

及び地方消費税含む）とする。 

②整備費用の１割超を認定計画提出者が負担することとする。 

なお、本市にて負担する額は、認定計画提出者との設計協議を経て、最終的な計画内容と 

その工事費内訳の提出後、本市が金額を精査した上で、本市と認定計画提出者で協議し決定

するものとします。 

 

  

４．利便増進施設の設置に係る事項（任意提案） 

（１）看板又は広告塔 

①仙台市屋外広告物条例などの規定や基準を満たした場合に限り、園内に地域における催しに

関する情報を提供するための看板又は広告塔を設置することが可能です。地域に関する情報

や広告と併せて自家用広告及びイベント協賛企業等の一般広告を掲出することも可能であ

り、その広告料は認定計画提出者の収入とすることができます。 

②看板及び広告塔は、文化、芸術、スポーツイベントの告知等地域における催しに関する情報

の提供を主たる目的として設置されるもので、地域住民の利便の増進に資するものとします。 

③設置にあたっては、占用許可とは別に、本市屋外広告物条例第 8 条に基づく許可を受ける必

要がある場合があります。許可にあたっては、原則として、許可手数料を本市に納入する必

要があります。なお、許可については、事業エリアが本市屋外広告物条例第 4 条により禁止

地域となっていることから、本市屋外広告物条例 12 条に定める特例許可を適用する必要が

あります。特例許可にあたっては、特例許可の必要性、良好な景観の形成、安全性に関して、

「屋外広告物条例の特例許可の取扱いについて」（下記の本市ホームページ URL 参照）に定

める条件を満たす必要があり、本市景観総合審議会屋外広告物部会の意見聴取も必要となり
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ますことから、本市都市整備局都市景観課との協議を行ってください。 

④上記の許可については、本市屋外広告物条例に基づき許可期間が定まっています。許可期間

満了後も継続して設置する場合は、継続許可申請が必要となります。また、内容等が変更と

なった際に変更等許可申請が必要となる場合もあります。 

⑤看板又は広告塔に地域の案内のための地図や周辺施設の表示を掲載する場合は、本市歩行者

系案内誘導サイン等基本方針を参考としてください。 

⑥設置場所や規模等については、認定計画提出者の提案により公園管理者との協議の上決定す

るものとします。 

 

※本市屋外広告物条例等については、本市ホームページからご覧いただけます。 

〇本市屋外広告物条例及び特例許可の取扱いについて 

https://www.city.sendai.jp/kekan/jigyosha/taisaku/kenchiku/toshikekan/okugai/kokoku/o 

kugai/index.html 

〇本市歩行者系案内誘導サイン等基本方針について 

https://www.city.sendai.jp/kekan/jigyosha/taisaku/kenchiku/toshikekan/hokosha/hoshin. 

html 

 

（２）利便増進施設を設置する場合の使用料・占用料 

利便増進施設の設置にあたっては、行政財産目的外使用許可に基づく使用料を本市に納付す

る必要があります。また、供用開始後は、占用許可に基づいて、本市都市公園条例及び都市公

園条例施行規則に定める占用料を本市に納付する必要があります。 

  ●利便増進施設に係る公園占用料 ： ８０円／㎡・月 

令和６年度においては上記の金額となりますが、条例改正により金額が変更となった場合は

変更後の金額を納入することになります。 

 

 

５．公園や地域等の魅力向上のための公園運営管理（任意提案） 

（１）海浜エリア等との連携を含めたソフト事業 

地域貢献の観点から、海浜エリア※の周辺事業者との連携について提案をしてください。提案

の対象区域は、公園全体とします。 

※海浜エリアとは、概ね仙台東部道路から東側、宮城野区の仙台塩釜港から若林区藤塚及び名取

市閖上を含む南北約 12km のエリアを指します。 

 

（２）子どもの遊び環境の充実に関するソフト事業 

本市では、仙台市すこやか子育てプラン 2020（令和 2 年 3 月・こども若者局）の主な取り組

みの１つである「子どもの可能性が広がる体験と活動の場、遊びの環境の充実」を掲げ、子ども

がさまざまな学びや遊び、交流などを通じて、豊かな人間性や社会性を身につけるとともに、そ

の可能性を広げ、個性や能力を発揮できるよう、多様な体験と活動の場、遊びの環境の充実に取

り組むこととしています。 
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本事業についても、本プランに資するソフト事業を提案してください。提案の対象区域は、公

園全体とします。 

 

（３）公園施設の維持管理 

除草・清掃・剪定等の公園施設の維持管理について、その内容と範囲の提案が可能です。提

案の対象区域は、公園全体とします。 

 

６．その他 

（１）必要となる工事の役割・負担区分 

下図に示すとおり、事業対象区域の境界までは、本市がインフラ（電気・上下水道）の整備

を行います。事業対象区域の境界から建築物への接続は認定計画提出者の負担にて整備して下

さい。 

＜図：施設に必要なインフラ（上下水道・電気）設備の役割分担＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－５ 工事の役割・負担区分 

工事内容 

負担区分 

備考 認定計画 

提出者 
本市 

電気工事 ― 〇 事業対象区域の境界まで 

給排水工事 ― 〇 事業対象区域の境界まで 

ガス工事 〇 ― 

ガスを使用する場合は認定計画提出

者においてプロパンガスを準備し対

応することとします。 

空調換気工事 〇 ―  

電話・通信工事 〇 ― 
必要となる場合は認定計画提出者に

よって実施してください。 

防災設備工事 〇 ― 
必要となる場合は認定計画提出者に

よって実施してください。 

外構工事 〇 ― 

公募対象公園施設利用者以外の公園

利用者も利用できる場合は特定公園

施設とすることも可能です。 

公募対象公園施設 特定公園施設 

建築物 

駐⾞場等 

＜凡例＞ 

仙台市負担 

認定計画提出者負担 

公募対象公園施設 

特定公園施設 

公園区域 
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（２）その他の事項 

①認定計画提出者は、やむを得ない理由により、提案内容を変更する必要が生じた場合は、本

市と協議の上、提案主旨を逸脱しない範囲で変更できるものとします。 

②工事において、公園利用者に対する安全確保が不十分と判断される場合は、本市が認定計画 

提出者に対し、是正を求める場合があります。 

③認定計画者は、工事着手前に、工事現場の運営・管理等を行う工事責任者を設置し、本市に

報告してください。 

④認定計画提出者は自らの責任と費用で、施設が設計図書に従い建設されていることを確認す

る社内検査等を実施してください。 

⑤認定計画提出者は工事完了及び社内検査終了後、本市へ完了届を提出し、本市の完了確認を 

受ける必要があります。整備状況が設計図書の内容と逸脱している場合は、是正を求める場

合があります。 

⑥認定計画提出者がソフト事業の実施により収入を得た場合、その収入は認定計画提出者自ら 

に帰属しますが、行為又は設置管理等の許可に伴う使用料等が発生する場合があります。 

 ⑦認定計画提出者が認定公募設置等計画に基づき事業を実施するにあたり、基本協定書に従い 

適正かつ確実なサービスの提供がなされているかどうか、あるいは経営状況が健全かどうか 

などを確認するためのモニタリングを実施します。モニタリング内容の詳細については、本 

市と協議の上、実施協定に規定するものとします。 

⑧上記に定めのない場合は、本市と協議の上適切に施工してください。 

 

 

７．公募の実施に関する事項等 

（１）応募の制限 

次の項目のいずれかに該当する場合は、応募することができません。またグループで応募す

る場合の構成法人となることもできません。 

①会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の申立て、民事再生法（平成

11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の申立て、破産法（平成16年法律第75号）に基

づく破産の申立てを受けている法人 

②当該法人の設立根拠法に規定する解散又は精算の手続きに入っている法人 

③地方自治法施行令第167条の4に該当する法人 

④公募設置等指針配布日から設置等予定者決定通知日までの間に、本市の「有資格業者に対

する指名停止に関する要綱」（昭和60年10月29日市長決裁）第2条第1項に規定する指名停止

を受け、当該指名停止期間を経過していない法人 

⑤最近の2年間において、法人税、本店所在地の法人市町村税、固定資産税、消費税及び地方

消費税の滞納のある法人（徴収猶予を受けているときは滞納していないものとみなしま

す。） 

⑥無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第8条第2項

第1号の処分を受けている法人もしくはその役職者もしくは構成員、又は当該構成員が含ま

れると認められる法人 
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⑦「本市入札契約暴力団排除要綱」（平成20年10月31日市長決裁）別表に掲げる措置要件に該

当している法人 

⑧法令等の規定により許認可が必要とされる場合は、許認可等の条件となる免許を有してい

ない者 

⑨選定委員会委員が経営又は運営に直接関与している法人 

 

（２）応募の資格 

①応募者は法人（以下「応募法人」という。）又は法人のグループ（以下「応募グループ」とい

う。）に限ります。ただし、公募対象公園施設の設計者は、建築士法によって都道府県の登録

を受けた建築士事務所である場合、個人事業主でも構いません。 

②グループ応募により、公募対象公園施設を設置する場合は、公募対象公園施設を設置し所有

する法人としてグループの代表法人（他の法人及び個人事業主である建築士事務所は構成法

人と呼ぶ。）を定めてください。 

③すべての応募法人又は応募グループの構成法人は、直近決算において債務超過でないことと

します。 

④代表法人は公募対象公園施設の整備・管理運営及び特定公園施設の整備・譲渡について、当 

該業務を遂行する責務を負うこととします。 

 

（３）応募条件 

①複数応募の禁止 

ア単独で応募した法人は、グループ応募の構成員になれません。 

 イ応募した複数グループにおいて、同時に構成員になれません。 

②グループ応募の構成員の変更 

  グループ応募の場合、代表法人及び構成法人の変更は原則として認めません。 

ただし構成法人については、業務遂行上支障がないと本市が判断した場合、変更を認めるこ

とがあります。その場合は必要に応じ書類の再提出等を求めることもあります。 

 

（４）欠格事項 

次のいずれかに該当する団体は、事業者の選定から除外します。 

①提出された書類に虚偽の記載があった場合。 

②選定を有利にするために、本件選定委員会委員に接触した場合。 

③その他、不正行為があった場合。 

 

（５）その他 

設置等予定者は選定後に自己都合による辞退はできません。 

 

 

８．公募の手続きに関する事項等 

（１）公募設置等指針の公開 

公募設置等指針は、以下のように配布するとともに、本市公式ホームページからもダウンロ 
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ードして入手することができます。 

・配布期間：令和 6 年 6 月 24 日（月）～令和 6 年 9 月 30 日（月） 

・配布場所：仙台市 建設局 公園整備課 

 

（２）公募説明会 

公募説明会を以下のとおり開催します。説明会に参加される場合は、事前に申し込みが必要で

すので、以下のとおり申し込みをしてください。 

なお、説明会への参加は公募の条件ではありません。説明会に参加しなくても公募設置等計画

を提出することは可能です。参加しないことにより選定において不利になることはありません。 

・使用様式：様式 1「公募説明会 参加申込書」 

・申込期限：令和 6 年 7 月 23 日（火）17 時まで 

・申込方法：電子メール 

※件名は「海岸公園（藤塚地区）公募説明会申込」と記載してください。 

・E-mail：ken010240_1@city.sendai.jp  

・申込先：仙台市 建設局 公園整備課 

・開催日時：令和 6 年 7 月 31 日（水） 午前 10 時～12 時（予定） 

・開催場所：みちのく潮風トレイル 名取トレイルセンター講義室 

・参加人数：1 者あたり 3 名まで 

【留意事項】 

・説明会への参加は事前申込制とします。 

・多数の参加希望者があった場合は、開催場所及び開催時刻等の変更を行うことがあります。 

・説明会当日には、本指針は配布しませんので、各自持参してください。  

 

（３）公募設置等指針に対する質疑及び回答 

本指針の内容に関して質問がある場合は、以下のとおり質問書を提出してください。回答内容

については、本指針と同等の効力を持つものとします。 

・使用様式：様式 11「質問書」 

・受付期間：令和 6 年 8 月 1 日（木）～令和 6 年 8 月 23 日（金） 

・申込方法：電子メール 

※件名は「海岸公園（藤塚地区）質問」と記載してください。 

・E-mail：ken010240_1@city.sendai.jp  

・提出先：仙台市 建設局 公園整備課 

・回答日：令和 6 年 8 月 30 日（金）までに回答 

・回答方法：本市ホームページ上に掲載します。 

 

（４）公募設置等計画等の作成及び提出 

公募設置等計画等を以下のとおり受け付けます。公募設置等計画等は、以下の注意事項及び公

募設置等計画等関係書類に従って提出してください。なお、受付期間内に受付場所に持参しなか

った公募設置等計画等は受理しません。 

・使用様式：「公募設置等計画等関係書類」の通り（指定のない場合は任意様式） 
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・受付期間：令和 6 年 6 月 24 日（月）～令和 6 年 9 月 30 日（月）まで 

・受付場所：仙台市 建設局 公園整備課 

・提出方法：受付場所へ持参  

 

【公募設置等計画等作成の注意事項】 

(1) 一般的事項 

①公募設置等計画等の提出は 1 応募法人（1 応募グループ）1 提案とします。 

②公募設置等計画等関係書類の言語は日本語、単位はメートル法、通貨は日本国通貨を使用し 

てください。 

③副本は正本の写しを提出してください。 

④関係法令及び条例を遵守し、かつ本指針に記載された条件を満足するとともに、関係機関へ

必要な協議確認を行った上で公募設置等計画等関係書類を作成してください。 

⑤公募設置等計画等関係書類の提出後の変更は認めません。 

⑥必要に応じて公募設置等計画等関係書類一覧に記載以外の書類の提示を求める場合があり

ます。 

(2) 応募申込書、誓約書、応募参加資格関連書類（様式２～８） 

①Ａ４版、左綴じ、応募法人又は応募グループごとに１分冊として提出してください。 

(3) 公募設置等計画、管理運営計画（様式９、１０） 

①Ａ３判又はＡ４判、片面印刷、左綴じとし、ページを付して提出してください。 

②明確かつ具体的に記述してください。分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、

表、写真、スケッチ等を適宜使用してください。ただし、二次元コード等による情報提供は

不可とします。 

③応募書類で使用する文字の大きさは、原則として 10.5 ポイント以上としてください。図を用

いる場合等の文字については、この限りではありませんが、文字が十分読み取れる程度とし

てください。 

④出力した書類は(2)の書類と合せてＡ４判の二穴綴じ紙ファイルにまとめ、Ａ３判の書類は折

り込んで提出してください。ホチキス綴じは不可とします。 

 (4) 電子データ 

①提出書類一式を電子データ化したものを CD－R にて１部提出してください。 

②データは PDF 形式とし、テキスト情報を含んだものとします。テキスト情報を含むことが

困難ものについては、画像化したもので構いません。 

 

【基本情報の提供】 

公募設置等計画の作成に当たっては、以下の資料を参照してください。 

資料１ 公園平面図（CAD データ）                                                                                                                             

資料２ インフラ施設概要図 

資料３ 地質調査成果品（令和 5 年度業務委託） 

資料４ 基本協定書（案） 

資料５ 仙台市すこやか子育てプラン 2020 

資料６ 海岸公園（藤塚地区）基本計画【概要版】 
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表―６ 公募設置等計画等関係書類一覧 

提出書類 様式 
枚数 

制限 

提出部数 

正 副 

※公募説明会 参加申込書 様式 1 － 1 部 - 

１．応募申込書 様式 2 － 1 部 5 部 

２．（1）誓約書 様式 3-1 － 1 部 5 部 

（2）委任状 様式 3-2 － 1 部 5 部 

３．事業体制表 様式 4 － 1 部 5 部 

４．応募参加資格関連書類（グループで応募する場

合は、すべての構成法人について提出） 
－ － － － 

 （1）定款又は寄付行為の写し 様式自由 － 1 部 5 部 

 （2）法人登記簿謄本及び代表者の印鑑証明 
各種証明

書 
－ 1 部 5 部 

 （3）役員名簿 様式 5 － 1 部 5 部 

 （4）納税証明書の写し 

（法人税、法人市町村税、固定資産税、消費税

及び地方消費税納税証明書）※未納がない証

明でもよい。 

各種証明

書 
－ 

1 部 5 部 

 （5）市税の滞納がないことの証明 

   ※主たる事務所が所在する自治体の市町村

税を滞納していないことの証明書を提出す

ること。 

各種証明

書 
－ 

1 部 5 部 

 （6）財務諸表「貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書（純資産変動計算書）、キャ

ッシュ・フロー計算書（作成している法人の

み）、注記等」（直近３年間）の写し 

※有価証券報告書を提出している場合は該

当箇所の写しでもよい。 

※連結財務諸表作成会社については、連結

財務諸表を提出してください。 

関係法令

に定める

様式 

－ 

1 部 5 部 

 （7）事業報告書・事業計画書等 

※有価証券報告書を提出している場合は該

当箇所の写しでもよい。 

関係法令

に定める

様式 

－ 

1 部 5 部 

 （8）財務状況表 様式 6 － 1 部 5 部 

５．応募参加資格関連書類（該当する法人について

提出） 
－ － － － 

（1）社会的な要請への取り組み報告書  
様式 7 A4 縦 

2 枚 
1 部 5 部 

（2）特定公園施設の建設に係る設計の実績を証す 様式 8-1 － 1 部 5 部 
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る書類 

 （3）特定公園施設の建設に係る工事の実績を証す

る書類 

様式 8-2 
－ 1 部 5 部 

(4)建築士事務所登録証明 

  ※建築士法上の設計業務又は工事監理業務を

行わない場合を除く。 

各種証明

書 － 

1 部 5 部 

６．公募設置等計画 表紙 様式 9-1 
A4 縦 

1 枚 
1 部 5 部 

 （1）全体計画 

   ①事業の実施方針 

   ②事業実施体制 

   ③施設の配置計画 

   ④緊急時の対応 

   ⑤SDGs への取組 

   ⑥事業スケジュール 

   ⑦資金調達計画や事業収支計画 

   ⑧リスク管理や事業継続性 

   ⑨公園や地域への貢献 

様式 9-2 

 

 

 

 

 

 

様式 9-3 

A4 縦 

5 枚以内 

1 部 5 部 

 （2）公募対象公園施設に関する計画 

   ①施設の概要 

   ②公募対象公園施設の設置又は管理の目的 

   ③関連図面 

様式 9-4 

 

 

①,②： 

A4縦 2枚 

③：A3 横 

5 枚以内 

1 部 5 部 

 （3）特定公園施設に関する計画 

   ①施設の概要 

   ②特定公園施設の設置又は管理の目的 

   ③特定公園施設に要する費用の負担の方法 

④関連図面 

様式 9-5 

 

 

様式 9-6 

 

①~③： 

A4縦 2枚 

④：A3 横 

5 枚以内 

1 部 5 部 

 （4）利便増進施設に関する事項 

   ①施設の概要 

   ②利便増進施設の設置又は管理の目的 

   ③関連図面 

様式 9-7 

 

①,②： 

A4縦 2枚 

③：A3 横 

5 枚以内 

1 部 5 部 

（5）価格提案書 
様式 9-8 A4 縦 

1 枚 
1 部 5 部 

７．管理運営計画 表紙 
様式 10-1 A4 縦 

1 枚 
1 部 5 部 

 （1）施設全般の管理運営に関する計画 

   ①全体の維持管理について 

様式 10-2 A4 縦 

2 枚 

1 部 5 部 

 （2）公園や地域等の魅力向上のための公園運営管

理 

  ①海浜エリア等との連携を含めたソフト事業 

様式 10-3 A4 縦 

2 枚 

1 部 5 部 
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  ②子どもの遊び環境の充実に関するソフト事

業 

  ③公園施設の維持管理 

※質問書 様式 11 － 1 部 － 

 

【応募書類の取扱い】 

(1)著作権の帰属 

応募書類の著作権は応募者に帰属するものとします。ただし、設置等予定者の選定結果の公

表等に必要な場合には、本市は応募書類の著作権を無償で使用できるものとします。 

(2)応募書類の返却 

応募書類は理由の如何を問わず、返却いたしません。 

(3)費用負担 

応募に関する費用は、すべて応募者の負担とします。 

 

（５）応募辞退 

応募後に参加を辞退する場合は、応募辞退届を提出してください。 

・使用様式：任意様式 

・提出期間：設置等予定者の選定日まで 

・申込方法：電子メール 

※件名は「応募辞退書」と記載してください。 

・E-mail：ken010240_1@city.sendai.jp  

・提出先：仙台市 建設局 公園整備課 

 

（６）提出先 

仙台市 建設局 公園整備課 建設係 熊谷・近藤 

所在地：仙台市青葉区二日町 12-34 二日町第五仮庁舎 4 階 

電話：022‐214‐8396 

FAX：022‐211‐8358 

E-mail：ken010240_1@city.sendai.jp 

 

（７）受付時間 

公募に係る全ての事務取扱は、開庁日の午前 9 時から午後 5 時までとします。 

 

９．公募設置等計画の評価、設置等予定者の選定 

（１）選定委員会 

本市は「仙台市公募対象公園施設設置等予定者選定委員会の設置及び運営に関する要綱」（平成

30 年 5 月 17 日市長決裁）に基づき、公募設置等計画等の審査にあたり選定委員会を設置します。 
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（２）選定委員会の委員への接触の禁止等 

応募者は、設置等予定者候補及び次点者選定前までに、設置等予定者の選定に関して、自ら又

は第三者をして選定委員会委員に接触を図り、働きかけるなどの行為は厳に慎んでください。万

一、こうした事実が認められた場合には、当該応募者は失格とします。  

また、本指針配布日から公募設置等予定者決定通知日までは、提案内容、審査内容等に関し、

応募法人等に限らずいかなる者からの問合せにもお答えできません。  

 

（３）選定方法 

以下の手順に従って審査・評価し、設置等予定者の選定を行います。 

①一次審査（書類審査） 

提出されたすべての公募設置等計画等は、まず本市において、都市計画法第 5 条の 4 第 1 項

に基づき、表―７のとおり審査し、上位３～４団体程度の選定を行います。（審査によっては、

団体数の増減があります。）なお、応募段階が５団体に満たない場合は、資格不適格がないこ

とを確認し、一次審査通過としみなします。 

結果は、申請した全ての団体に連絡します。 

 

②二次審査（プレゼンテーション・設置等予定者の選定） 

一次審査を通過した団体については、都市計画法第 5 条の 4 第 2 項に基づき、提出された公

募設置等計画等について、「９．（４）評価基準」に基づき評価を行い、二次審査の合計得点

の最も高い応募者を設置等予定者に選定します。また、次に合計得点の高い応募者を次点者

に選定します。 

二次審査において合計得点の最も高い団体が複数あった場合は、「９．（４）評価基準」各項

目のうち、配点が大きい項目に対する得点の高い応募者を設置等予定者として選定します。

配点が大きい項目の得点が同点の場合は、次に配点が大きい項目で比較します。 

なお、全ての応募者において、各委員による評価の合計点が 6 割に満たない場合は、協議の

上適格者無しとし、再度候補者の募集等を行う場合があります。 

 

（４）評価の基準 

公募設置等計画等の評価項目及び配点は、一次審査・二次審査とも共通で表－７のとおりとし

ます。 

表－７ 評価の基準 

分類 評価項目 小項目 評価内容・視点 配点 

全
体
計
画 

事業の 
実施方針 

事業コンセプト 

〇設置等指針に示す本事業のコンセプト等を十

分に理解し、それに合致した提案がなされてい

るか 
〇海岸公園の特性を理解し、魅力ある業種・業態

となっているか 

10 

30 

全体事業計画 

〇事業全体のスケジュール及び進め方が適切で 
あり、事業を確実に実現し、継続が見込める事

業計画となっているか 
〇設計、工事、事業実施の体制及びスケジュール

が適切に組まれているか 

20 
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事業実施 
体制 
及び 

資金計画 

業務の実施体制 
〇構成法人の役割分担等、実行力のある業務実施

体制が組まれているか 
〇構成法人の財務体質は健全であるか 

10 

40 収支計画 
〇初期投資に係る資金計画及び事業継続に係る

収支計画が適切であるか 
20 

リスク管理 
〇社会経済情勢の変化等、不測の事態発生時にお

ける安定的な事業推進のための方策及び仕組

みはあるか 
10 

整
備

・
管
理
運
営
計
画 

施設の 
整備計画 

公募対象公園施

設 

〇周辺環境と調和しつつ、新しい公園のシンボル

となるデザインや空間演出になっているか 
〇ユニバーサルデザイン等に配慮した提案がな

されているか 
〇提案された業態・コンセプトと施設外観が合致

しているか 

20 

40 

特定公園施設 

〇整備対象区域内において公募対象公園施設と

調和のとれた規模・配置・意匠となっているか 
〇周囲との動線の機能性が確保された整備計画

となっているか 
〇ユニバーサルデザイン等に配慮した提案がな

されているか 

20 

施設の 
管理運営 

計画 

公募対象公園施

設及び特定公園

施設 

〇管理運営業務全体の実施方針や方法が明確で

あり、公園の魅力を高め、にぎわいの創出につ

ながるような管理運営計画となっているか 
〇平常時及び災害時における安全・安心に配慮し

た管理運営計画となっているか（危機管理に対

応しているか） 
〇サイン計画や集客のための広報やＰＲなどの

工夫が提案されているか 
〇公園の管理運営を通じ、SDGs に取り組む姿勢

があるか。 

40 40 

公園や地域等の 
魅力向上 

― 

〇周辺事業との整合が取れたコンセプトであり

※1、海浜エリアでの連携が図られているか※2 
〇実施する事業が子どもの遊び環境の充実に資

する提案となっているか 
〇公園施設の適切な維持管理について提案され

ているか 

30 30 

価格提案 

施設整備に係る

提案価格 

〇特定公園施設の整備における本市負担額をど

れだけ軽減しているか 
（特定公園施設に係る整備費－市に負担を求める額）／特定公園

施設の整備に係る整備費＝ 事業者負担割合 
（事業者負担割合－0.1） ／ 0.9 × 10 点 ＝ 価格評価点 
※価格評価点は小数第一位未満を四捨五入とする 

10 

20 

公園施設設置等

使用料に係る提

案価格 

〇公募対象公園施設の公園使用料をどれだけ増

額しているか 
提案額が２倍以上の場合を満点とする。 
       （提案額－最低額）／最低額 ＝ 増額割合 
    増額割合 × 10 点 ＝ 価格評価点 
※価格評価点は小数第一位未満を四捨五入とする 

10 

合計  200 
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その他 
（加点要素） 

― 

〇応募法人が、障害者や高年齢者等の雇用、次世

代育成支援や女性活躍推進の取り組みを実施

しているか（法令等による義務があるものを除

く） 

〇応募法人が本市内に本社・本店を有しているか

（グループ応募の場合は構成法人に本市内に本

社・本店を有する法人が含まれているか） 
〇特定公園施設に類する施設に関する設計・工事

の実績があるか 

10 

※１ 周辺事業とは、主に仙台市東部沿岸部の防災集団移転跡地利活用事業を指す。 

※２ 海浜エリアとは、概ね仙台東部道路から東側、宮城野区の仙台塩釜港から若林区藤塚及び

名取市閖上を含む南北約 12km のエリアを指す。 

 

（５）結果通知 

選定結果は、速やかに応募法人及び応募グループの代表法人に文書にて通知します。選定結果

は、選定された法人の氏名又は名称（グループによる応募の場合は代表法人及び構成法人の氏名

又は名称を含む。）、選定された提案の概要及び審査講評（概要）とあわせて、本市ホームページ

に掲載することにより公表します。 

 

（６）公募設置等予定者等の決定 

本市は、選定された最優秀提案を提出した応募法人等を公募設置等予定者として、また、次点

提案を提出した応募法人等を次点者として決定します。本市が公募設置等予定者の提出した公募

設置等計画の認定に至らなかった場合、あるいは公募設置等予定者と基本協定を締結するに至ら

なかった場合は、次点者が公募設置等予定者としての地位を取得します。 

なお、評価の結果によっては、公募設置等予定者、次点者の一方又は両方について、該当者な

しとする場合があります。 

 

（７）公募設置等計画の認定 

本市は、公募設置等予定者が提出した公募設置等計画を認定します。これにより、公募設置

等予定者は認定計画提出者となります。 

認定にあたっては、選定委員会での意見等を踏まえ、必要に応じて本市と設置等予定者との

調整により、設置等予定者が提出した公募設置等計画を一部変更した上で、変更後の公募設置

等計画を認定する場合もあります。 

 

（８）認定公募設置等計画の変更 

各種調査等の実施により認定公募設置等計画を変更せざるを得ない場合は、本市と協議の

上、都市公園法第 5 条の 6 第 1 項に基づき本市の認定を受ける必要があります。 

変更にあたっては、都市公園法第 5 条の 6 第 2 項第 1 号及び第 2 号で規定する基準に適合す

る場合に限り、変更の認定を行うことができます。 

 

（９）契約の締結・許認可等 

①基本協定 

認定計画提出者は提案した事業の内容に基づき、本市と協議の上、本事業を実施するため
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に必要な事項を示す基本協定を締結します。基本協定書の案は、資料４に示す「基本協定

書（案）」のとおりです。 

 

②公募対象公園施設の設置許可 

認定計画提出者は、公募対象公園施設については、工事着手までに土地賃貸借契約を本市

と締結し、認定計画提出者の負担において整備後、設置許可に基づき管理運営を行うこと

になります。なお、認定計画者は、許可の権利を他人に譲渡、転貸することはできませ

ん。 

 

③特定公園施設建設・譲渡契約・管理許可 

特定公園施設については、譲渡契約締結後、認定計画提出者によって整備を行い、本市によ

る完成検査後に本市に譲渡することとなります。 

特定公園施設の建設に係る本市が負担する具体的な金額（譲渡金額）については、認定計画

提出者が公募設置等計画に記載した提案額に基づき本市と協議した上で、別途譲渡契約にお

いて締結します。 

認定計画提出者は、特定公園施設の引渡しが終了した時点において、都市公園法第5条に基づ

く管理許可を受け、認定計画提出者の負担において管理運営を行うことになります。なお、

特定公園施設に関する管理許可に係る公園使用料は、全額減免とすることを予定しておりま

す。 

 

④利便増進施設の占用許可 

利便増進施設を設置する場合、設置工事着手前までに行政財産目的外使用許可を受けるもと

し、認定計画提出者の負担において整備後、占用許可に基づき管理運営を行うことになりま

す。 

 

⑤委託の禁止等 

認定計画提出者は、本事業の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできませ

ん。 認定計画提出者は、本事業の一部を第三者に委託もしくは請け負わせる場合は、

事前に本市の承諾を得てください。また、本市の承諾を得て、本事業の一部を第三者に

委託もしくは請け負わせる場合は、認定計画提出者の責任において当該委託・下請先に

基本協定書の規定を遵守させてください。 

 

⑥事業破綻時の措置 

認定された公募設置等計画の有効期間内に認定計画提出者による事業が破綻した場合、都市

公園法第 5 条の 8 に基づき、認定計画提出者は本市の承認を得て別の民間事業者に事業を承

継することができます。承継しない場合は、認定計画提出者の負担により公募対象公園施設

を撤去し、原状回復する必要があります。 

なお、認定計画提出者が公募対象公園施設の原状回復を行わない場合、本市は、認定計画提

出者に代わり撤去工事を行い、その費用を認定計画提出者へ請求します。 
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⑦法規制等 

公募設置等計画の内容及び事業の実施にあたっては、都市公園法、本市都市公園条例及び

都市公園条例施行規則、本市屋外広告物条例、建築基準法、消防法、都市計画法、文化財

保護法及びその他各種関係法令等を遵守してください。事業の実施にあたり必要な許認可

の取得や手続きについては、認定計画提出者の負担により実施してください。 

 

（１０）リスク分担 

本事業の実施における主なリスクについては、以下の負担区分とします。なお、リスク分担に

疑義がある場合、又はリスク分担に定めのない内容が生じた場合は、本市と認定計画提出者が協

議の上、負担者を決定するものとします。 

 

表―８ リスク分担 

段階 リスクの種類 リスクの内容 市 
認定計画提

出者 
共通 資金調達リスク 必要な資金の確保に関するもの（本市

が確保するもの） 
〇  

必要な資金の確保に関するもの（認定
計画提出者が確保するもの） 

 〇 

基本協定締結リス
ク※1 

認定計画提出者と基本協定が結べない
又は協定締結手続きに時間がかかる場
合 

〇 〇 

制
度
関
連
リ
ス
ク 

法令リスク 法令・条例の新設・変更に関するもの 協議事項 
許認可リス
ク 

許認可の遅延に関するもの（本市で取
得するもの） 

〇  

許認可の遅延に関するもの（本市で取
得するもの以外） 

 〇 

税制度リス
ク 

一般的な税制変更（新税含む）に関する
もの 

 〇 

社
会
リ
ス
ク 

環境問題リ
スク 

土壌汚染に関するもの 〇  
認定計画提出者が行う業務に起因する
有害物質の排出・漏洩、工事に伴う水枯
れ、騒音、振動、土壌汚染、大気汚染、
水質汚濁、光、臭気に関するもの 

 〇 

第三者賠償
リスク 

認定計画提出者が施工した工事や施設
運営により第三者に損害を与えた場合 

 〇 

債
務
不
履
行
リ
ス
ク 

認定計画提
出者の責め
によるもの 

認定計画提出者の基本協定内容の不履
行 

 〇 

認定計画提出者の事業放棄、破綻によ
るもの及び無許可での認定計画提出者
の変更 

 〇 

認定計画提出者の責めにより工事が完
成せず契約解除に至った場合 

 〇 

本市の責め
によるもの 

本市の基本協定内容の不履行 
〇  

不可抗力リスク※2 公募対象公園施設 自然災害等による
業務の変更、中止、
延期、臨時休業 

 〇 

工事中の不可視部
における費用※２ 

協議事項 

特定公園施設 自然災害等による
業務の変更、中止、
延期、臨時休業 

協議事項 

工事中の不可視部
における費用※２ 

協議事項 
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金利リスク 金利の変動  〇 
物価リスク 物価の変動  〇 

事
業
の
中
止

・

延
期
リ
ス
ク 

本市の責め
によるもの 

本市の責任による遅延・中止 

〇  

認定計画提
出者の責め
によもの 

認定計画提出者の責任による遅延・中
止 

 〇 

認定計画提出者の事業放棄・破綻  〇 
計 画
段階 

計
画

・
設
計
リ
ス
ク 

発注者責任
リスク 
 

認定計画提出者の発注による工事請負
契約の内容及びその変更に関するもの  〇 

測量・調査リ
スク 

本市の実施による測量・調査に関する
もの 

〇  

 認定計画提出者の実施による測量・調
査に関するもの 

 〇 

 地質障害、地中障害物により新たに必
要となった費用の負担及び工期の延長 

〇  

埋蔵文化財
リスク 

埋蔵文化財調査結果により、新たに必
要となった費用の負担及び工期の延長 

〇  

設計リスク 本市の条件提示や指示の不備・変更に
よるもの 

〇  

認定計画提出者、請負会社による指示、
判断の不備によるもの 

 〇 

建 設
段階 

工事遅延リスク 工事開始後、本市の要求による設計変
更等により、工事が契約に定める工期
より遅延する又は完工しない場合 

〇  

認定計画提出者の責めにより、工事が
契約に定める工期より遅延する又は完
工しない場合 

 〇 

工事監理リスク 認定計画提出者の工事監理に関するも
の 

 〇 

性能リスク 認定計画提出者が行う工事の施工不良
によるもの 

 〇 

工事費増大リスク 工事完了後の本市の指示に起因する工
事費の増大 

〇  

上記以外の工事費の増大  〇 
施設損傷リスク 使用前に工事目的物や材料他、関連工

事に関して生じた損害 
 〇 

運 営
段階 

運
営
リ
ス
ク 

施設瑕疵リス
ク 

認定計画提出者の設置した公園施設に
関する瑕疵担保責任 

 〇 

上記以外の公園施設に関する瑕疵担保
責任 

〇  

施設損傷リス
ク 

公募対象公園施設の施設・設備・物品等
の損傷・修繕 

 〇 

特定公園施設の施設・設備・物品等の損
傷・修繕 

協議事項 

利用者トラブ
ル 
 

認定計画提出者の設置許可区域内に関
する利用者からの苦情及び利用者間の
トラブルへの対処 

 〇 

需要変動リス
ク 

当初の需要見込みより下回った状況に
よる損害 

 〇 

原状回復リスク 認定計画提出者の責による設置許可の
取消に伴う許可施設の原状回復に関す
るもの 

 〇 

事 業
期 間
終了 

原状回復リスク 設置許可施設の原状回復に関するもの 
 〇 

※１ 
基本協定が締結できない場合は、それまでに本市、認定計画提出者にかかった費用はそれぞれ
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が負担するものとします。 
※２ 
基礎工事の際、発見された障害物（巨大な転石・地下埋設物）など 
【その他注意事項】 
本市が業務の一部又は全部の停止を命じ、認定計画提出者の事業に休業等が発生した場合で
も、認定計画提出者は本市に補償を請求することはできません。 

 

 

 

 

 

事務局及び問合せ先 

担 当 ：仙台市 建設局 公園整備課 建設係 熊谷・近藤 

  所在地 ：仙台市青葉区二日町 12-34 二日町第五仮庁舎 4 階 

電 話  ：022‐214‐8396 

F A X   ：022‐211‐8358 

E-mail：ken010240_1@city.sendai.jp 


